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◎ 本日はお忙しい中、2021年3月期 決算説明の電話会議にご参加頂きまして、 

 誠にありがとうございます。 

 

◎ 足元で、国内のコロナ感染者が再び増加しており、予断を許さない状況です。 

 一方、海外では、ワクチンの普及によって、日常生活が戻り始めた国も見られます。 

 当社グループとしては、コロナ禍の影響によるダウンサイドリスクと、 

 需要の回復によるアップサイドリスクの両方を睨みながら、 

 機動的かつ柔軟な経営を実践していく所存です。 

 引き続き、投資家の皆さまのご理解を賜りますよう、よろしくお願いします。 

 

◎ 本日、私からは、 

   1) 2020年度 決算の概要 

   2) 2021年度 業績予想 

   3) 事業構造改革の進捗 

 の3点について、ご説明します。 

 

◎ 最初に、スライドの4ページをご覧ください。 
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◎ 2020年度決算の概要です。 

 

◎ コロナ禍の影響を受けて、旅客需要が大幅に低迷しました。 

 旅客数の実績として、ANA国際線は前年から95パーセント、 

 ANA国内線は同70パーセントの減少となりました。 

 一方、ANA国際貨物は、単価を2倍以上に伸ばしたことで、 売上高が56パーセント増加しました。 

 

◎ 費用面では、生産量を機動的に調整して変動費を抑制したほか、 

 固定費についても、あらゆる費用の執行を見直して、 コストマネジメントを強化しました。 

 

◎ しかしながら、旅客収入の減少を補うには至らず、 

 連結ベースの売上高は、前年から大幅に減少して、7,286億円となり、 

 営業損失は4,647億円、親会社株主に帰属する当期純損失は4,046億円となりました。 

 

◎ なお、昨年10月27日に開示した通期業績予想と比較すると、 

 第4四半期における国内線需要の低迷などにより、売上高は計画から113億円 下振れました。 

 一方、営業損失は402億円、当期純損失は1,053億円の改善となり、 

 費用面での対応を中心に、努力を積み重ねた成果が現れました。 

 

◎ 5ページをご覧ください。 
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◎ 航空事業における、事業別の分析です。 

 

◎ ANA国際旅客は、各国の出入国規制により、需要の低迷が続きましたが、 

 好調な貨物需要を考慮しながら、運航便を徐々に回復させました。 

 

◎ ANA国内旅客は、生産量を便単位で調整するなど、機動的な対応を実施しました。 

 第3四半期は、座席利用率が53パーセントまで上昇し、 

 感染が落ち着けば、需要が急速に回復することを確認しました。 

 

◎ ANA国際貨物は、航空貨物市場で需給バランスの逼迫が続いたため、 

 フレイターを最大限に活用して、生産量を拡大しました。 

 高単価需要の獲得も強化したことにより、下期の売上高は、上期の2.2倍となりました。 

 

◎ Peach国内線は、レジャーやVFRをターゲットに、需要を取り込みました。 

 コロナ後の需要構造を見据えて、沖縄や中部発着など、新たに10路線を開設しました。 

 

◎ 6ページをご覧ください。 
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◎ 2020年度に実施した主な取り組みを、振り返ります。 

 

◎ 上期は、緊急的な対応策を中心に実施しました。 

 事業面においては、需要動向に合わせた生産量の調整や、 

 人員稼働・サービスの適正化など、スピード感を持って対応しました。 

 また、「ANA Care Promise」を導入して、衛生面を徹底しました。 

 一方、財務面にも関わる施策として、 

 コスト削減策の推進や、設備投資の抑制に取り組むと共に、 

 早い段階で、当面の手元流動性を確保しました。 

 

◎ 下期は、10月末に事業構造改革を策定し、「三つの柱」をテーマに、改革を進めました。 

 また、間接金融による借入と、資本の増強により、 

 財務の柔軟性を維持・強化することで、改革を加速しました。 

 

◎ 7ページをご覧ください。 
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◎ 次に、2021年度の業績予想について、ご説明します。 

 

◎ 売上高は1兆3,800億円、営業利益は280億円、当期純利益は35億円を計画します。 

 

◎ 年度計画のポイントとして、 

 ワクチン接種の進行とともに、 段階的に回復する旅客需要を確実に捉え、 

 グループをあげてトップラインを伸ばしていく方針です。 

 ご覧の通り、ANAとPeachの両ブランドともに、 

 旅客事業の売上高が、2020年度から大幅に増加する計画です。 

 コロナの影響は続きますが、需要動向の変化に合わせて、 

 グループ全体で生産量を機動的かつ柔軟に調整しながら、最終利益で黒字転換を実現します。 

 

◎ なお、現下の事業環境に鑑み、誠に遺憾ながら、 

 前期に続いて、今期も配当を見送らせて頂く予定です。 

 

◎ 8ページをご覧ください。 
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◎ 外部環境と旅客需要の前提についてです。 

 

◎ 足元で、コロナ感染者の動向を注視していく必要はありますが、 

 海外に続いて、国内でもワクチンの接種が進むことにより、 

 年内には、主要各国における出入国規制の緩和が始まると考えています。 

 

◎ これらを踏まえた当社グループの前提として、 

 国内線では、第2四半期から需要が回復すると想定しています。 

 8月の旧盆期間や、9月のシルバーウィークには、旅行や帰省の需要も顕著となり、 

 年度末には、概ねコロナ前の水準に戻ると見込んでいます。 

 

◎ 一方、国際線では、ビジネス需要や駐在員、長期滞在者等の往来を中心に、 

 第2四半期から回復の兆しが現れると想定しています。 

 従来からの見立て通り、年度末の需要は、コロナ前の5割水準となり、 

 2023年度末頃に、コロナ前の水準に戻ると考えています。 

 

◎ なお、2021年度の平均では、国内線がコロナ前の8割、国際線が同3割となる前提です。 

 

◎ 9ページをご覧ください。 

8 



9 

◎ 本スライドは、国際線貨物事業についてです。 

 

◎ 2020年度の売上高は、過去最高の1,605億円となりました。 

 2021年度は、足元の事業環境を追い風に、 

 2019年度の1.9倍となる、1,970億円の売上高を目指します。 

 

◎ 当社グループの取り組みとして、2020年度は、旅客便の運休が続いた中、 

 フレイター便数の拡大や、旅客機による貨物専用便の運航により、 

 生産量を最大化することで、 トップラインを伸ばしました。 

 2021年度は、全てのフレイターを成田に集約して、首都圏ハブモデルを強化すると共に、 

 大型フレイターを更に活用していく計画です。 

 

◎ 旺盛な需要を確実に取り込み、貨物事業の堅調な業績を持続させていきます。 

 

◎ 10ページをご覧ください。 
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◎ コストマネジメントについて、ご説明します。 

 

◎ 2020年度は、合計で5,900億円を削減しました。 

 労働組合との合意に基づき、賃金水準を見直すなど、 

 今年1月29日に開示した年度見通しに比べて、削減額が320億円 計画を上回りました。 

 

◎ 2021年度は、固定費を中心とした3,000億円の削減策を、計画に織り込んでいます。 

 主な項目として、公租公課等の減免や、保有機材数の削減による効果のほか、 

 賃金と雇用に関する施策の深掘り、オペレーションコストの削減、調達コスト改革等に、 

 取り組んでいく方針です。 

 

◎ 生産量に連動した、変動費の抑制も含めて、コストマネジメントを徹底していきます。 

 

◎ 11ページをご覧ください。 

 



◎ 次に、事業構造改革の進捗について、ご説明します。 

 最初のテーマは、リソースの対応です。 

 

◎ まず、機材についてですが、2020年度中に大型機を中心とした退役の前倒しを実施し、 

 期末時点の航空機数は、グループ全体で274機となりました。 

 今後の導入機材についても、受領時期を後ろ倒しすることでメーカーと調整済みですが、 

 需要の動向に応じて、柔軟に対応していく方針です。 

 

◎ 次に、人財への対応について、一時的に事業規模を縮小するため、 

 新規採用の抑制等により、今後2年間で、グループ従業員数を約4,000人 削減する計画です。 

 引き続き、雇用を守る一方、待遇面の見直しを進めて人件費を抑制します。 

 

◎ 2020年度中にこれらの対応を進めたことで、リソースの圧縮に目途が立ちました。 

 固定費を中心としたコスト削減を深掘りし、 ユニットコストの改善につなげます。 

 

◎ 12ページをご覧ください。 
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◎ 2番目のテーマは、航空事業モデルの変革です。 

 各ブランドの特性を活かしながら、幅広い顧客層を対象にキャッチメントを拡大していく方針です。 

 

◎ ANAブランドは、需給バランスの最適化や、 

 新たなビジネスモデル、サービスモデルへの移行を進めます。 

 また、生産量の回復を見据え、デジタルの活用などによる「スリム化」を進めます。 

 第3ブランドについては、4月から専任の部署を立ち上げました。 

 2022年度後半から、2023年度前半の就航を目標に、着実に準備を進めます。 

 Peachは、日本で圧倒的なLCCマーケットリーダーを目指します。 

 まずは、就航路線や運航ダイヤの最適化など、ANAとの連携強化を検討していきます。 

 これらの対応により、グループ全体で最適な航空事業ポートフォリオを追求します。 

 

◎ 3番目のテーマは、顧客データ資産を活用したプラットフォーム事業についてです。 

 コロナ後を見据えて、航空以外の新たな収益機会を創出していく方針です。 

 

◎ まずは、非航空分野を通して顧客を確保するため、 

 当社グループが提供する、航空以外の様々なサービスと合わせることで、 

 プレミアムメンバーステイタスを獲得できるプログラムを導入しました。 

 また、4月にグループ事業を再編し、プラットフォーム事業会社として「ANA X」を刷新したほか、 

 地域創生事業会社の「ANAあきんど」を設立しました。 

 航空需要が回復する局面で、非航空収入を拡大するための基盤を整備していきます。 

 

◎ 13ページをご覧ください。 
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◎ 経営の重要なテーマである、脱炭素に向けた取り組みについて、ご説明します。 

 

◎ 足元の潮流を踏まえて、中長期の環境目標を更新することとしました。 

 航空機の運航で発生するCO2排出量について、  

 2030年度には、2019年度実績以下の水準まで抑制した上で、 

 2050年度に「実質ゼロ」を目指します。 

 

◎ この目標を実現するために、主に3つの対応策を推進します。 

 1点目は、航空機の技術革新の採用、 

 2点目は、Sustainable Aviation Fuel の導入促進、 

 3点目は、排出権取引制度の活用です。 

 

◎ 持続的な成長を実現するためには、環境問題への適切な対応が不可欠です。 

 投資家の皆さまとのエンゲージメントも強化しながら、ESG経営を積極的に推進していきます。 

 

◎ 14ページをご覧ください。 
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◎ 私からの説明の最後に、成長回帰に向けた当面の対応について、まとめます。 

 

◎ 2020年度は、1番の「事業構造改革の推進」により、航空事業の構造転換を図りました。 

 経営環境が大きく変化した中、事業と財務の両面で対応を進めました。 

 

◎ 2021年度は、2番にある「黒字化の達成」により、経営の安定化を図ります。 

 本日ご説明した項目を実行して、新常態に適合したグループエアラインモデルを追求します。 

 同時に、来期以降を見据えて、3番の「ビジネスモデルの変革」にも取り組み、 

 グループ事業ポートフォリオの変革を進めて、非航空収入を拡大していきます。 

 

◎ 更に、脱炭素に向けた取り組みを通して、中長期の環境目標を追求しながら、 

 パンデミック再来にも耐えうる、強靭な企業グループに生まれ変わります。 

 

◎ 私はグループ従業員向けに、これまで数多くのメッセージを発信し、対話も繰り返してきました。 

 直近では、一段と高い危機感を持ちながら、希望を忘れないように呼びかけています。 

 当社グループの状況や今後の経営方針を、全社で共有しながら、 

 グループ一丸となってコロナ禍を乗りこえ、再び成長していくために、 

 経営トップとして、先頭に立って邁進していきます。 

 

◎ 以上で、私からの説明を終わります。ご清聴、ありがとうございました。 



◎ 私から、2020年度決算、および2021年度通期業績予想の詳細について、ご説明します。 

 

◎ 16ページをご覧ください。 
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◎ 業績ハイライトです。 

 

◎ 本スライドは、四半期ごとの業績推移です。 

  2020年度は年度を通して新型コロナウイルスの影響が続きましたが、 

  第3四半期は、国内の感染が落ち着いて、旅客需要が回復したことにより、 

  営業損失の規模が、第1四半期の半分程度まで縮小しました。 

  第4四半期は、緊急事態宣言の影響を受け、再び需要が減少しましたが 

  営業損失、EBITDAともに、第1四半期、第2四半期と比べて改善しました。 

   

◎ 17ページをご覧ください。 



◎ 経営成績の概要です。 

 

◎ 売上高は、前年同期から1兆2,455億円減少の、7,286億円となりました。 

 

◎ 営業費用は、7,199億円減少の、1兆1,934億円となりました。 

  各種のコスト削減策を確実に実行しました。 

 

◎ これらの結果、営業損失は4,647億円となりました。 

 

◎ 営業外損益は、雇用調整助成金の計上などを含めて、134億円となり、 

  経常損失は4,513億円となりました。 

 

◎ また特別損益は、航空機の早期退役に伴う減損損失を計上したことなどにより、 

  940億円の損失となりました。 

 

◎ この結果、親会社株主に帰属する当期純損失は、4,046億円となりました。 

       

◎ 18ページをご覧ください。 
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◎ 財政状態です。 

 

◎ 総資産は、前年度期末より、6,477億円増加の、3兆2,078億円となりました。 

     

◎ 自己資本は、公募増資による資本増加の影響も含めて、1兆72億円となり、 

  2019年度期末並みの水準まで回復しました。 

  自己資本比率は31.4パーセントとなりました。 

 

◎ 有利子負債は、前年度期末から、8,125億円増加の、1兆6,554億円となり、 

  デット・エクイティ・レシオは、1.6倍となりました。 

  なお、純有利子負債をベースとした、ネットデット・エクイティ・レシオは、0.7倍となります。   

 

◎ また、間接金融による借入や公募増資の実施などにより、 

  今期末時点における手元流動性資金は、9,657億円となりました。 

   

◎ 19ページをご覧ください。 
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◎ キャッシュフローです。  

 

◎ 営業キャッシュフローは、2,704億円の支出となりました。 

  

◎ 投資キャッシュフローについて、航空機を中心に投資を抑制したことなどにより、 

  設備投資額は前年から大幅に減少しました。 

  一方、一時的な手元資金残高の増加に伴い、 

  約4,900億円の定期・譲渡性預金への預け入れを行ったことが影響して、 

  投資キャッシュフローは、5,957億円の支出となりました。 

 

◎ 財務キャッシュフローは、資金調達を実行したことなどにより、 

  1兆981億円の収入となりました。 

 

◎ なお、定期・譲渡性預金の資金移動を除いた投資キャッシュフローから算出する、 

  実質フリーキャッシュフローは、3,734億円の支出となりました。 

 

◎ 20ページをご覧ください。 
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◎ 実質フリーキャッシュフローの推移です。 

 

◎ 営業キャッシュフローについて、コスト削減の徹底や、国際貨物の増収などに取り組んだ結果、 

  下期は795億円の支出となり、上期と比べて1,100億円以上改善しました。 

 

◎ 投資キャッシュフローは、一部の新造機の受領が、メーカー都合で後ろ倒しになったことで、 

  下期の支出が減少しました。 

 

◎ これらの結果、実質フリーキャッシュフローは、 

  上期は2,552億円、下期は1,182億円の支出となりました。   

 

◎ 21ページをご覧ください。 

 



◎ セグメント別の実績です。 

 

◎ 全てのセグメントで前年から減収となりました。 

 

◎ 航空関連事業では、海外エアラインの大幅な運休・減便が続いており、 

  空港ハンドリング等の受託収入が減少しました。 

 

◎ 旅行事業では、出入国規制の継続や、国内における緊急事態宣言の発令等により、 

  海外・国内旅行ともに需要が減少しました。 

   

◎ 商社事業では、インターネット販売等の売上を拡大したものの、 

  航空需要の減少を受け、空港免税店や機内販売などを中心に減収となりました。 

 

◎ 続きまして、航空事業の詳細についてご説明します。 

  24ページをご覧ください。 
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◎ 航空事業における営業利益の、前年比較です。 

 

◎ 売上高は、1兆1,337億円の減少となりました。 

  内訳として、ANA国際旅客で5,691億円、国内旅客で4,768億円、 

  LCCで598億円の減収となった一方、貨物郵便は507億円の増収となりました。 

 

◎ 営業費用は、6,362億円の減少となりました。 

  生産量の機動的な調整により、変動費を削減したほか、 

  固定費についても、緊急的な対応策の深掘りに努めました。 

 

◎ 以上の結果、航空事業の営業利益は、前年から4,974億円減少して 

  4,478億円の損失となりました。 

   

◎ 25ページをご覧ください。 
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◎ 事業別の主な概況について、ご説明します。 

 

◎ 国内旅客では、緊急事態宣言の影響により、第4四半期は需要が低迷しました。 

  しかしながら、収益性を重視して、便単位できめ細かく生産量を調整した結果、 

  ユニットレベニューは、1回目の緊急事態宣言が発令された第1四半期に比べて、 

  大きく改善しました。 

 

◎ 国際貨物では、需給が逼迫する中、 

  生産量を最大化しながら、高単価貨物を積極的に取り込みました。   

  その結果、四半期の売上高は、第3四半期が前年同期の1.9倍、 

  第4四半期はコロナ前の同期間と比べて2.3倍となり、 

  下期を通して過去最高を更新しました。 

 

◎ 各事業の詳細や、航空以外のセグメントに関する業績の詳細等については、 

  27ページ以降に記載していますので、ご確認下さい。 

 
 

◎ 続きまして、33ページをご覧ください。 
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◎ グループ全体の航空機数です。 

 

◎ 事業構造改革に基づき、事業規模の一時的な縮小に対応するため、 

  大型機を中心とした28機の早期退役を実行しました。 

   

◎ こちらの表には、 

  2020年度末までに、退役に伴って減損損失を計上した航空機を含んでいます。 

 

◎ 36ページをご覧ください。 
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◎ 続きまして、2021年度 通期業績予想の詳細について、ご説明します。 

 

◎ 売上高は、前年から6,513億円増加の1兆3,800億円を、 

  営業利益は280億円、当期純利益は35億円を計画します。 

  旅客需要の回復をトップラインにつなげる一方、 

   コスト削減策を確実に実行することで、黒字に転換する計画です。 

 

◎ なお、今回の業績予想から、収益認識に関する会計基準を適用しています。 

 

◎ 37ページをご覧ください。 
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◎ セグメント別の計画値です。 

 

◎ 航空事業の売上高は、前年から5,999億円増加の1兆2,040億円、 

  営業利益は、4,823億円増加の345億円を計画します。 

 

◎ 最後に、39ページをご覧ください。 
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◎ 航空事業における営業利益の計画を、2020年度実績と比較します。 

 

◎ 今年度は、ワクチンの普及が進むにつれて、国内線の旅客需要が段階的に回復する一方、 

  国際線でも出入国制限が徐々に緩和されると見込んでいます。 

  また貨物需要は、自動車関連などの主要商材を中心に、堅調な需要基調が続くとみています。 

 

◎ これらを踏まえ、売上高は、ANA国際旅客で1,962億円、国内旅客で3,368億円、 

  貨物郵便で411億円、LCCで569億円など、5,999億円増加する計画です。 

   

◎ 営業費用は、収入や生産量に連動する変動費を中心に、1,175億円の増加を予定します。 

 

◎ 売上を確実に拡大する一方、費用の増加を最小限に留めることで、 

  航空事業の黒字化を達成する計画です。 

     

◎ 各事業における収入計画として、 

  40ページ、並びに41ページには、ANA旅客・貨物事業の前提値を、 

  42ページには、LCC事業の前提値をお示ししていますので、ご参照ください。 

 

◎ 以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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